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社会教育における

「教育構造論争J再検討の視点

鈴木敏正

1 はじめに-r論争J評価をめぐってー
1 9 5 3年制定の青年学級振興法は戦後教育改革以後、国民の間で行われていた教育・学習活動に

対する盟家による明白な介入を最初に制度化したものであり、振興法成立過程における対抗関係とそ

の性格についての認識は、現在における社会教育の本質を理解する上で、一つの原点となっている。

ζの振興法制定をめぐる論争のゆで法自されるべきものとしては、少くとも次の 3つがあるであろ

う。すなわち、第 1に、日本青年間協議会内部の論争、そ乙から生まれてくる学畿内容・方法として

の(IFEL指導の青年間活動などに対する)共同学習論、1)第2に、『読売新聞J紙上における宮

原誠一氏と寺中作雄氏の論争、 2)第 3'C，雑誌f社会教育Jにおいて海後宗臣氏に対する宇佐)1¥満・

佐藤千代官再氏の反論としてお ζなわれた f教青構造論争J3)である。これらのうち、第lと第 Bの

議論は振興法制定に直接的にかかわるものである。また、第 1の議論の中から主主まれた共同学習論は

実践的にも理論的iこもいくつかの間態を指摘されているものの、その後における学習論展需の嵐長と

して評価されているものである。 4)

しかし、第 8の論争で展開された教育構造論については、一般に、消極的ないし否定的な評価が多

く、教育構造論というきわめて理論的性格をもったものであるのにもかかわらず、その後の社会教育

論の展開において生かされる ζとなく、いわば博物館入りの状態にあるときえる。それは、小)11和夫

氏に代表される次のような教育構造論争の評価の仕方に影響されていると思われる。すなわち小川氏

は、 ζの論争における教育構造論は「青年学級の法制化にあらわれた権力と教育との関係、政府と民

衆との関係を、たんに形式的な教育傍造論〔形態論)の問題におきかえていったために、社会教育の

本質にたいする環解は、けっきょく現象的な社会教育の形態論あるいはその主観的な解釈におわっ

たJのであり、 「むしろ、社会教育の学校教育化を積極的に志向すべきものとした ζとによって、現

知岡山青年学級帥!J化の意罰をある意味では支援する役割をはたしたJとしていたじこの批判

の視点は基本的にその後も受け継がれている。6)

もちろん、小川氏は教育様造論争を会菌的に否定しているわけではなく、むしろ、学校教育と社会

教育とは教育構造(形態〉によって区別されるものではなく、 「燦史的に~;t，社会教育もまた学校教

育と荷じく近代国家による教育jである乙とを明らかにした乙とに fきわめて重要な意味jがあった

としているJ〉しかし、 ζのようなかたちでの教育構造論争の評価iお誤りだとは言えないにしても、
字佐川氏や佐藤A;の意国や、尚氏によって展開容れた教育構造論の内容をふまえない恋意的なものと
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言わざるを得なむ、。

結論的iζ言うならば、教育構造論争が「博物館入りJの状態になっている玉虫色としては、次のよう

な点があげられる。第11ζ、教育構造論そのものについての内在的検討・批判がないととである。

字佐川氏や佐藤氏がその教育構造論からしてなぜ脊年学級振興法を支持する結果となっていったのか

は、教育繕造論という枠組みのやで社会教育を考えてしまった結果にあるというよりも、両氏の教育

構造論理解の内容自体にあると患われる。その検討がなかった ζとが、その後における社会教育構造

論の展開を制限してしまったのである。

第 2K，社会教育学における教育構造論の位置つやけがないことである。たとえば、 1¥J 5 0年代の

1つのf匂知併土会教湾論として、機能論の立場にたつとされる平沢蒸氏のものがあるが、 8)本来、機能論と構

造論が統一的に理解されなければならないとするならば、社会教育学における様造論はいかなる位置

づけになるであろうか。そもそも教育学全体の中で教育構造論はどのような位置づけをもち、 f教育

構造論争Jにおける教育構造論 Lそれは教育形態論とも呼ばれている)とはどのような教育構造論な

のであろうか。こうした ζ とが努確にならない繰り、教育構造論争の意義も限界も確定し得ないであ

ろう。

とはいえ、本橋では ζれらすべてにわたって検討する余裕はない。そζで、まず最初の作業として

2において字佐川氏と佐藤氏の教育構造論における内在的論理を検討し、次いで、 3.において教脊精

進論』ζ関する諸説をあげ、それらの中で海後氏らの教育構造論がどのように位置づけられるかにふれ

よう。 ζれらの検討により、教育j構造論の意義と限界にかかわる基本的な問題を提起できるであろう。

2 r教育構造論争jの再検討
ζ こで「教育構造論争jにかかわった論者の教育構造論をとりあげたいのでめるが、教師一教育内

容〈媒介物)一生徒の8要素を基準に独自のf陽治j、 「教fヒJ、 「形成j論を展開した海後氏の教

育構造論については、他の 2氏の批判jもあって、よく知られていると，想、われるので、その位置づけを

3.でお ζなうことにして、本家では、宇佐)11、佐藤両氏の教育構造論を検討する。その際、宇佐川氏

は後に、佐藤氏の所説をふまえ、教脊構造論を軸にf社会教育原論Jを望号しているので、それらもあ

わせて検討する ζとにして、まず最初に、 「論争Jにおいて最も本格的な「教育構造論J安展開した

佐藤氏の所説をとりあげよう。

( 1 )佐藤千代吉氏のf教若手構造論J

佐藤氏は、海後氏のさう「掬冶J、 「教育J、 f形成jの区分そのものを否定しているわけではな

い。しかし、海後氏の区分は「ニ者択ーの論理u，ζ立つ類裂論であって「統一ある全体的なものの発
援の論理ではないJから(r社会教育再編成論[その 1)J 、以下Cむと路、 p.38)場ないし機構口
「行動主体と行動壌境との相互作用において成立する行動の場であり、 SituationJ (缶、 p.36 ) 
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の概念によって把握しなければならないと言う。その際、社会教育の本質を認識するより中心的概念

は、インフォーマJレな函としての「自然、形式J(=日常的な生活の場において自然的〔自然発生的〕

に、従って無自覚的、無計画的に行われているもの)と、 f文化形式J(口文化的、科学的な形式を

もった組織、計腐をとうして、 的主反省的iζ行われるもの)のzつである〔争、 p・32 ) 0 g) 

これらをふまえて佐藤氏が待た結論は、少し長くなるが、以下のようである。すなわち、 f社会教

脊法iζ規定してある『文化形式』の社会教育をf直接奨励Jすることが、閣または公共団体の怠接任

務であり、しかもその『文化形式Jの社会教育のf直接奨励Jを媒介して、さらに社会教育の理念で

あり、究極的目的であると乙ろの思想的ri3然形式jの社会教育・すなわち理想的な『形成J的場に
おける社会教育をも奨励(=r簡接奨励j)することが、その間接的任務である ζとJである(r社
会教育再編成論[その心 J、以下②、 p.43 )。

佐藤氏は社会教育の発展を、素朴な自然形式→文化形式→理想的自然形式とみているのであ

るが、それを整理してみれば<付表〉のようになろう。個々の論点にふれる余絡はないが、重要な点

に限ってその問題点を指摘してお乙う。

〈付表> 佐藤千代吉氏の社会教育再編成論

素朴な自然形式 文 イじ 形式 理想的自然形式

場L機構) L形成) 楠治、教化 形成

範 図 広義の社会教育 狭義の社会教育 (理想的社会教育〉

自 出 放任的自由 合図的的自由 無棋の自由
L限定された自由)

自的・手段 L未分化) 手段としての社会教育 目的としての社会教育

教育基本法
「家庭教育及び勤労の場 f間及び地方公共団体は… 「家庭教育及び勤労の場

第 7 条
所その他社会において行 その他適当だ方法によってj 所、その他社会において
われる教育J t 直接奨励) 行われる教育j

t間接奨励〉

社会教育法 行f学わ校の教育課程として ζf主対として青少年及び成人
れる教育活動を除きj t して行われる組織的な

第 2 条 教育活動j

社会教育法
f国及び地方公共団りJ体は、
その他の方法によ

るf機すべ会ての国民があらゆ
、あらゆる場所を

第 8 条 (醸成的環境) 利用し環て、境j自ら高め得る
ような

まず第 1F:，自然、形式と文化形式の区分であるが、 informalか forma 1 かという区別と、無自

覚的・無計画的か自覚的・計極的L意図的・反省的)かという毘別とは同じではないζ とが指摘され

ねばならない。前者は社会的・機能主義的教育学に伝統的な区分であるが、佐藤氏は ζれを、事実上

私的か公的かという区民に変えてしまっている。後者は、宮原誠一氏による f形成Jと「教育Jの区
10) 
別 ζ相当する。佐藤氏はこの Bつの区別を混乱芯せ、一緒にしてしまったばかりでなく、文化形

式の教育の主体を間及び公共間体jとし、公的な教育のみならず(r形成jと間IJされる)険制
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全体を「国及び公共団体J'ζ独占させてしまっている。国民の自己教育運動は文化形式の教育の中に

席をもてない論理構造になっているのである。

第 2に、 f静的概念J(僑造)ではなく「動的概念J(場ないし機構)を使用しなくてはならない

〔φp.39 )という主張は、確かに海後氏の教育傍造論の弱点の 1つをついているが、その乙とによ

って教師一媒介物一生徒の存在形態を問題にしようとした海後氏のメワットをも捨て去ってしま

ったという乙とであるo場ないし機構による教育の区分の中には、社会機能主義的教育学一般がそう

であるように、教育の主体や学潔の主体の性格を分析していく契機をもたない。にもかかわらず、何

らの説明なしに f閤及び公共団体jのみを文化形式による(したがって近・現代における〉教育主体

としているのである。

第 31ζ、ζれらの結果、 f動的概念J(その意味は不明)の設定、 f弁証法jの強調』ともかかわら

ず、その無矛盾的な「場ないし機構jから段、素朴な自然形式→文イ匂彰式→理想的自然、形式へ

の発幾の必然性は論証できていない点である。たとえば素朴な自然形式→文化形式は 「文化イヒ・

科学化jの過程であるとするのであるが、その理由は文化形式の教脊は「科学的に、計画的K，El的

的に行われ、したがってその効果も極めて顕著なものjであるという同義反復があるだけである L申

p.3晶)。文化形式ー+理想的自然形式にいたっては、文化形式の教育における自由は「合目的的自

由、すなわち『限定された自治』である乙とによって、却って無限の自由を思慕し、したがって上述

した教育の理想的境地であると ζろのf形成i約機情t場)における教育を追求して止まないJ(③ 

p.3 9 )といった、きわめて思弁的な論理が用いられている。

第 41ζ、社会教育法の理念と容れている「社会教育の自由jが保障しようとした由民の自己教育・

相互教育を、王思想的な、ないしは目的としての社会教育としてしまって、 「現代の社会教育J(文化

形式段階の社会教育〉から物足上げしてしまっていることである。すなわち、海後氏は L. プライソ

ンの成人教育論によりながら、 f目的としての理怨~é"Jな社会教脊は、……自発的で主体的な自己教育

であると問時iζ一定の社会機構における相互教育でもあるJ(心、 p.37 )とする。そしてく付表〉

に示すようIC，教育基本法・社会教育法における「国民の自己教育Jに相当する部分を「臼的j、「

理想Jと考える ζとiとよって現代の社会教育活動から除外してしまう。 ζれと裏はらなのが、 「盟及

び地方公共団体Jによる f主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動jの積極的支

t寺なのである。

乙ζまでくれば社会教育再編成の談窓は関及び地方公共団体が文化形式の社会教育を「いかにして

組織的、科学的に実施するかjという乙としかなく(@、 p.44 )、青年学級振興法もそのためのも

のとして位置づけられるのである。佐藤氏はさらK，文部省から出された『青年学級の運営jが自己

教育、相互教育を推進するように述べているところをとらえて、青年学級は学校的構造をもつがゆえ

に意味があるとし、問舎が rEl的と手段との区別、理想と現実との差男IJなくしてJ論じている ζ とを
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批判するまでに到るのである(③、 p.47 )。

(2) 学僧11満氏の教育構造論

字佐JlI氏は教育機造論争に参加した論文において、社会教育は「婆は社会教育の対象のニードとイ

ンタレストに即応する教育形態を確立すればよし、jといったプラグマティシュな認識をもちながらも

rr学校』というものが本来的に教育の最良の環境であり、教育のための絡設機関であり、最も効果
的な構造形態をとるものである以上、社会教育が学校的となり、学校教育の形態、をとるのはむしろさ当

然の過程jであるとして、ll)青年学級振興法に(事実上)賛意を示している。そして、 「社会教育の

繕造jそのものについては、まず自然形式と文化形式とに区分し、後者を胸冶→教化→形成とみ

てゆき、自己教育・柏互教育の行われる「形成j方式を理想、とする。12) そ乙には佐藤氏のいわゆる

「場ないし機構jの理論はなく、むしろ海後氏の教育機造論に依拠しているのであるが、佐藤氏の所

説と基本的には変わっていない。

しかし、その後の展開において宇佐川氏は『現場の社会教育Jに直面するため、佐藤氏のような、

観創句論議だ、けにとどまっているわけにはいかず、の抽象的な教脊構造論を氏の社会教育学会体の中で

位置つサ、モイ)現場の社会教育のもっている矛盾も一定程度、教育構造論に反挟させざるを得なくなる。

そζで、宇佐川氏については、 ζの2つの点に躍ってふれておく乙とにしよう。13) 

宇佐川氏は「社会教育の性格J(1956)において『現場の社会教育』に近づくためlζ、社会教

育の一般的性格→歴史的性格→臼本的性格→現代的性格というj原序で議論をすすめる。 ζれに

照応する分析視点は社会教湾の教育構造的性格→機能論的見地→推進エネルギーの性格→具備

すべき要件である (pp.24-5)。社会教育の一般的性格から現代的性格への態開は、より一般的

なものからより具体的なものへ進まなければならないという限りにおいて鮒等し得る。しかし、たと

えば教育構造論は「一般的性格Jだけでなく「燦史的性格jゃ「日本的性格jでは問題とならないだ

ろうか。逆に、 「一般的性格jあるいは f歴史的性格jのそれぞれを分析する際には教育構造論的性

格も機能論的見地も、推進のエネlレギーも、すべて問題となることではなかろうか。

このようにみていくならば、上述の宇佐JII氏の言う照応関係はかなり恋意的なものと言わざるを得

ないだろう。構造論をとりあげてみても、すでに検討してきた ζとからも想像できるように、一般に

機能論とは不可分の関係にあるのであり、そのどちらかだけで f一般的性格jや「歴史的性格jを論

ずるならば、その議論には大きな限界が生ずる ζとは明らかである。また、一般に、構造論にはその

論理段階としての意義と再特に限界があるのであり、社会教育学における最初の段階としての、 「一

般論J(本質論?)を構造論によって代替する ζとはできないであろう。14)

ζのような特徴をもっ宇佐JII氏の教育構造論によって発見される社会教育=の「矛盾Jは、きわめ

て皮相的なものとならざるを得ない。教育構造論争において社会教育と学校教育を毘月IJする要因につ

いて f教育の答体上の格異点以外に両者を区別する決定的要国を見出しえないJ(前出、 P.32 )と
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していた宇佐川氏は、とくに教育の客体にE重点をおいて社会教育の一般的性格を問題にする。そして

f客体の特定教脊機関、施設に対してなされうる結合関係が、全く任意的、選択的であるjという一

般的性格に加え、客体が「生活の主体的担い手jであるために、 ω社会教育の効果判定の基準は客体

側の現実生活・生活経験となり、(治相異Tよる教育的思想・意志・価値体系の影響下にある客体を一

定の教育的意志のもとに独占できない、という 2つの f機能上の限定jを社会教育は受けるとし、15)

それは f社会教育の本葉にもとづく公教育としての社会教育の表しい自己矛盾であるjと言う (pp.

4 -5 )。

この「自己矛盾Jが社会教湾の「歴史的位持とその発展過程Jを説明していく際の基礎理論となり

得ない ζとは明らかであろう。宇佐川氏は、『現代社会教育論J( 1 11 54)そふまえて民衆教育の

進展過穏を、 Lイ〕初等程度の教育の大衆的普及化を目的とする f一般化Jの段階、付「中等教育をすべて

の者にjの理怨のもとに職業的、専門的教育が進獲する「特殊化jの段階、り教書長的・市民的教育が

社会教育の理想的位相における営みとして展開される「個別1Uの段階の 8つの段階泌}を指摘する

(P.1l九乙のような市民主義的な理解そのもののもつ問題は関わないにしても、 ζの発展段階論の中に

は氏のきう教育精進の「自己矛盾jは何も展開されていないのである。乙れは構造論と機能論を切り

離し、前者を「一脚句位持JIζ、後者安「燈史的性格JIと強引に結びつけてしまった乙との結果であ

るとともに、氏の社会教育論における「矛盾j理解の限界のあらわれでもある。

確かK:，字佐)11氏が『現場の社会教育』にとりくみ、戦前からの社会教事干の f反民衆性と前近代性

委払拭jするために、社会教育は民衆性、生産性、進歩性と科学伎を兵傍しなければならない17)とし

たζと(P P. 1 7 - 2 2 )は、それなりに評価されうるであろうが、そ ζ には氏の教育構造論が全

く生きていない、というより生かすζ とができないような教育構造論だったと言うべきであろう。

3 教育構造論の諸類型

2.でみたよう IC，佐藤氏はむしろ機能主義に近い{場の理論Jを前提にし、その観念的な「弁託、到

によって f形成Jを社会教育の目的-理想としてしまい、その結果、構造論から離れてしまう。しか

し、 f形成J、 f教化j、 f胸冶Jの区分そのものは海後宗臣氏の所説を前提にしており、宇佐)11氏

はその教育構造論を海後L宗)氏に依拠している。

そζで海後〔宗)氏の教育構造論の性格が改めて問題となるのであるが、 「構剖という概念は、

複数の内部要素からなる「一つの全体Jが想定できれば使用可能のようにみえるので、 f教育構造論j

もいくつかの局面において使用されてきた。したがって、ここでは主要な教育構造論をとりあげ、そ

の中に海後L宗)氏の教育構造論を位置づける乙とによって、その特徴を浮き彫りにするという方法

をとってみよう。

ぞ{)社会教育における教育構造論争をとりあげるならば、もう一つの〈教育学における〉教育構造論
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争にもふれなければならないだろう。すなわち、社会教育における教育構造論争に謹を接して、しか

し無関係に展開された、海後勝雄氏の「資本主義社会の発展と教育上の諸法則JIζ始まる 19 5 0年

代半ばの論争である018) f社会科学としての教育学Jを提起した海後L勝〕氏は、教育権造論告

「社会構成体における教育の位置づけjの問題と考え、ソビエトにおける教育口上部構造説の展開を

ふまえながらも日本に適用するために、 f上部構造論だけでなく、内部相互矛盾の法民IJを提案j す
る 19)

しかし、そこで指備されているのは f生産力や生産様式との関係において相対的な独自性をもって

いるj教脊そのものの構造というよりも、生産力、生産関係、イデオロギ一、国家との照応関係であ

り、 「内部相互矛盾jについてもせいぜい f無意間的形成と、学校の意図的教育とのずれから生まれ

ているJ矛盾と対立である6201海後(勝)氏の概念のあいまいさを批判して教育口上部構造説にたち

ながら、土台における矛盾の反映としての教育の矛盾を指摘したのは小川太郎氏である。すなわち、

教育は f資本家的と労働者的との矛盾Jをもつが、支配的な資本家的教育においても f生産力の発展

のための教育ー科学・技術の発展と労働力の形成、向上のための教育ーと、生産関係維持のため

の教育ー資本家的イデオロギーの注入のための教育ーの開の矛盾ぞもつ，ll)と。

〈ゆこの小}II氏の教育の矛盾の理解は、 「生産力と生産関係との概念の弁証比1(マルクス「経済学

批判jへの序説J)の限界をふまえない二元論であるが、 ζζで氏がさらに「全面的発達の教脊Jの論

理をふまえて、 f固有の教育実践の内部機造における矛盾J、すなわち教育口人格の形成と、鞠冶口
22) 

学力の形成の矛盾安指摘している ζと が注白される。乙のように教苦手の内容やg的にかかわる、

f教育J(ないしWII育)と「陶冶jを基礎にして教育機進をとらえる立場は、とくに学校教育におい

て具体化されているo たとえば小田切正氏は f教育の構造を教科指導と生活指導〈教科外指導)の二

つの領域から成り立っと考える」のであるが、その場合、 「教科指導は、掬冶(知識・技術の習得や

習熟、知的な労働の方法に関する分野)を中心のしどととするものであり、生活指導は訪日育(人格の

形成、道徳的・芸術的・身体的諮能力の発展を期する)を主要な佼務とするものJである028)

もちろん、これをそのまま社会教育に適用するわけにはいかない。それよりも、 ζζで指摘さるべ

きζ とは、教育目標・内容にかかわる郡|育と梅治tそれはむしろ機能的概念、)、それらの f有機的な

相互関係、依存関係Jによって教育の「構造jを解明しようとする ζとには限界があるということで

ある。われわれは、訓育と陶冶それぞれにもあらわれてくる矛盾を説明できるような構造論を必要と

する。

心。そ ζで海後宗臣氏の教育構造論にふれてみよう。篠かに氏は氏のいわゆる鞠治、教化、形成の

r3つの基本構造が複合して成立しているそのものに対して教育という名称を与えるJ24) のであっ

て、それらは現実の教育そ実体的iζ構成する 8つの類型と考えられており、その限りで構造論の名に

{直するといえる。
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しかし、われわれが次に控目すべきなのは、これら 8つの基本構造の f構造jを把握するための視

点、すなわち教腕ー教脊内容一生徒という 8要素論である。氏の苦言う「教育内容jとは媒介物と

しての諸材料、いわゆる教材である。25) 乙ζでわれわれは労働主体ー労働手段ー労働対象とい

うマルクスの労働昆穏の 3契機論を想起するのである。それに関連して次の ζとが問題となる。

第 1'<:， f;教育での教授口学習過程の問題はちょうど経済でいう労働過程の開題にあたるjとした

海後(勝)氏が教授古学習過程を「教育技術論Jの中iζ入れざるを得なかった ζと26)にあらわれてい

るように、海後〈宗)氏の教育構造論は(氏の著警の)前々牽で扱われているような f教育の歴史

社会性jをふまえたものにはならなかった、ということである。

しかし、第 2'<:，それは氏の教育構造論の不徹底さにもよる。佐藤氏に指摘されたよう'<:，海後

(宗)氏の教育構造論は静態的な類型論におわってしまった。それは、たとえば教育内容(媒介物)

の発達過程を検討しなかった ζとの結果である。周知のように社会教育学の分野では泰山作樹や笹原

誠一氏の所説によって、社会教育の展開はデモクラシーとともにテクノロジーの発達の結果である、

という見方が定説化している。 tもっとも春山、宮涼間氏のテクノoジー把握は一面的であり、その

発達過程も解明されてはいないのだが〉。

第 3'<:，海後(勝)氏の教育技術論については、すでに批判があるように、27)労働過程論をそのま

ま教脊学に適用できない乙とが指摘されねばならない。とれと、人間としての学習主体の全面的発達

をg的にする教育学においては、生徒〈学潔主体)ロ労鰍す象と類推することはできず、そのζとは

学校教育以上に、 f価伎の束jとしての成人を対象とする社会教育において問題となると乙ろであろ

う。それこそま dlζ、宇佐)11氏が「社会教育の著しい自己矛盾Jとして強調せざるを得なかった要関

としての学習主体の多様性の問題である。

伺そζで最後'<:，教育構造を海後〈宗〉氏の言う教脊内容L媒介物)ではなくて残りの要素、すな

わち、教育主体および学習主体に焦点をあてて分析していく視角の検討が必要となるであろう。しか

し、そのような視角から教育構造論を展開しているものはほとんどない。その中にあって注目される

のは堀尾輝久氏の「教育の 3重構造j論である。

すなわち、堀尾氏は市民社会における教育を、@第 8階級以上の階級(支配階級〉の自己教育、③

支配階級による労働者大衆の教化 ③労働者の自己教育、の 3重構造としてとらえる。 28) ζれは教

育主体に視点をすえた教育組織の 8重構造の指摘であるが、教育構造論としてもすぐれた祝点である

といえる。

しかし、 ζれはあくまで教育主体の側からみたものである。しかも、支配階級としては、第8階級

以上のすべてをあげているのに対して、被支配階級としては労働者階級を問題にしているだけである。

現実の資本主義社会における階級としては、資本家と労働者の他にそれらの中間階級とりわけ農民・

小営業者がとりあげられねばならず、それがゆえに ζそ構造論が必要となるといえるのである。さら

-52-



に基本的な問題としては、学習のないとζろに教育はなく「教脊とは、学習の指導だJ29)とするならば、

とくに社会教育学においては、(学習主体に視点号をおいた〉学習構造論をふまえた教育構造論が展開

されなければならないという乙とである。それは、宇佐川氏の教育構造論が指構した「社会教育の著

しい自己矛盾jを科学的に解明していく道でもある。

4 おわりに

すでに紙編が尽きたので改めてとりまとめはしないが、これまで述べてきたことによって本稿の

課題は一応達成できたと思う。ここではさらに次の点を付言しておζ う。

第 11<::，教育構造論は本質論→発展論→構造論と展開されて初めて意味をもっということであ

る。30) たとえば、 「論争Jの出発点となった海後(祭)氏はその『教育原理Jで(学説史の部分を

除けば)r生活における教育機能u(止の本質論)→「教育の歴史社会性J(氏の発展論)→ f教育
の基本構造!と展開しているのであるが、これまでの議論では ζのうちの教育構造論だ、けをとりだし

て検討してきたのであり、したがって、教育構造論はその限界がふまえられないで¥逆に言えば、そ

の正当な位置づけが与えられないままで、批判され、 f博物館入りJとなってしまったのである。

第 21ζ、したがって、社会教育における構造論は、いわゆる社会教育発達形態論の批判的検討の上

に構戎される ζとがあるということである。周知ように f教育構造論争Ju霊前の 19 5 0年ζろに、

学校教育の補足、拡張、以外の 8形態(宮原誠一氏)や、同じく補充、拡張、超越の 8機能 L平沢薫

氏〉が、社会教育の発展段階として指摘されていたのであるが、81)「論争jにおいてもその後におい

ても、 ζの「発展論jと構造論は何の関連もつけられる ζとなく別々に議論されている。その一つの

要因は宮原氏や王子沢氏の f発展論jの学校教育主義的、機能主義的理解にある。したがって、その克

服は、教育構造論の発展にとって重要な意義をもっていると言える。

最後に、資本主義下における教育構造そのものについては、 「中問題jを含めた教湾・学習主体の

階級的性格に視点をおさ、前資本主義的形態から社会主義的形態までを含めた、社会教育の発達諸類

型の組み合わせとして理解されるであろう。このような見方からすれば、海後〈宗)氏らの構造論は

本来の教育構造論とはいえない。それは資本主義下の社会教育の発展法良Ijをより具体化・登富化させ

ていくものとして生かされるべきものであり、さしあたって、社会教育発達形態論の中において適当

な席を占めるζとができるといえる。もちろん、その際t山本文で指構したような氏の構造論の不徹

底性が問題となるであろう。

らL上で述べた乙とは、社会教育における倣育構造論争jを「博物飽jから引き出すための一つの

試論にすぎず、 f論争Jは男IJの角度からも評価する乙ともできょう。しかし、 「もう一つの教育構造

論争J(前述)も含めて、教育構造論争を再検討することは、社会教育学のみならず教育学の発展に

とって避けて通れない作業である ζ とだけは明らかであろう。
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注記

けたとえば、宮坂広作「青年学級の変容過程J(宮原編著『青年の学習J、国土社、 1IJ 6 0 ) 

参照。

2) さしあたって、碓井正久編著『社会教育』、東京大学出版会、 1IJ 7 1、 PP.170-2 

(藤田秀雄氏稿〉。 ζζで「論点がかみ合わぬまま、乙の論議lま終るJ( P.1 7 2 ).とされ

ている寺中・宮原論争に注目するのは、 1 9 4 9年社会教育法制定時における寺中『社会教育

法解説Jと宮原作土会教育の本質Jとの社会教育理解の差異の反映とみるからである。

3) 海後宗痘「民衆教育iζJ ( r社会教育j1妙 53年 1月号)、宇佐JIIr祷「社会教育をどう考え
るべきかJ (問、 19 5 3年9月号入佐藤千代吉作士会教苦手再編成論、そのl、その 2J

L向、 1 9 5岳年 5• 1 2月号)

4) 藤岡貞彦f社会教育実践と民衆意識J、草二仁文化、 1 9 7 7、第 1部第 2j案、第s部第 1章、

参熊。

5) 小川利夫 f社会教脊をすすめる体爺iリ〈同f社会教育と国民の学習機』、効率書房、 19 7 3 

初出 1959) pp.101-2o 

6) たとえば、宮坂広作「戦後における社会教育理論の系議J(千野ほか『現代日本の社会教育j

法政大学出版会、 1 9 6 7 )第 2節の B、千野陽一 f戦後社会教育の淫論J(1司f現代社会教

育論j、新評論、 19 7 6、初出 19 7 1 )第 S章のz、など参照。なお、 ζの小川氏の批判

はとくに〈海後氏を批判した)字佐)11氏と佐藤氏に向けられたものであるが、宮坂氏は(振興

法制定に反対した)海後氏の理論も IFELなどによって f社会教育を集団による相互形成や

施設の利用にのみおしとどめるととJfζ援用されたとし、 ζの教育構造論争によって「もはや

社会教育と学校教育の本質的な精進を、教育の構造や形式ないし形態によって区分するような

形式論の不毛性がはっきりしたJと評価している('8坂、向上、 pp.2 2 7 -8 )。

7) 小)11、前掲響、 P P. 1 0 2 、 11 10 

8 ) 王子i沢薫F社会教育』、 1 9 5 0、など。その評俄については、千野、前掲番、第3

意の 3、参照、。なお、小)11氏は後に機能主義的社会教育論批判の祝手まがなかったことを自己批

判している L小)11r都市化と社会教育論の再検討J、前掲番、 P.11 8、初出 19 6 9 )が
教脊構造論争の評価についての変更はみられない。宮坂氏は 1945-52年を啓蒙時代と規

定し、王子沢氏を、 「精力的なうどきJをした啓蒙家(P. 2 3 7 )と評価しながら、社会教育

論の系譜のやに乎沢氏をとりあげていない。

9) これらの概念については、すでに機能主義的社会教育論者が提起していると ζろである。たと

えば平沢蒸氏は、教育の基本構造に関する海後氏の 3区分を批判して、 fむしろ乙の教育の主

体・客体・教材(媒介物)のおかれている環境や境位(s i t凶 ti on )を問題とし、このよう
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な環境を媒介とする人間形成をとらえ、それが社会形成との相互媒介のうえに成り立つ教育事

象を究明jしようとして、教育を同化的形成 (informal education)と計磁的形成

(formal educat ion ) に区分し、後者をさらに学校教育と社会教育に分けている(王子沢

蕪編著『社会教育J、金子番湾、 1¥1 5 0、 P. 2 0 )。 ζ うした脈絡からみれば明らかなよ

う，1:，佐藤氏は教育傍造論者というより教育機能論者と言うべきなのだが、機能主義的社会教

育論との関係については、 ζζでは立ち入らない。

10) 宮原誠一「教育の本質j(u '8原誠一教育論集J第1巻、国土社、 1¥l 7 6、初出 1¥1 4 ¥1 ) 
PP.7 - 8、よく知られているように、宮原氏はこの区別をデ品ーイ、クリー夕、スパトコ

ーフスキーなどから学んでいる。

11) 字佐川「社会教育をどう考えるべきカミJ(前出)p.3 30 

12) 字依)11r社会教育の構造j、『大阪学芸大学紀委j第3号、 1 ¥1 5 4、参照。 ζの点は同『社
会教育原論j(東洋館、 1¥l 6 0 )においても引き継がれ、 「海後氏のいわゆる『形成J的方

式 ζそ、社会教育の理想的位墳における教育活動jであるとしている(P. 2晶)。

13) ζζでとりあげるのは、宇佐)11r社会教苦手の性格j(近畿社会教育協議会『現場の社会教育J
関誉院、 1¥1 5 6、所収)である。 ζの論文の前援になる氏の社会教育論としては、問F現代

社会教育論j(理想、社、 1 ¥l 5 4 )をとりあげる必妥があるが、文中で述べたような主旨でζ

の論文ぞとりあげる。問論文には〈津高正文氏によるものと思われる)すぐれた「討議のまと

めjが付いているので、 ζζでは可能な限りそれとの重複を避けるかたちでふれるととにするo

l心筆者は農業生産力構造論にかかわって、社会科学における構造論の意義と眼界にふれたことが

ある。拙稿「農業生産力構造論の方法論的検討J(安達編著『農林業生産力論J、御茶の水警

房 19 8 0 )を参照されたい。

15) 学校教育に対する ζのような社会教育の特徴はよく指摘されると ζろであるが、 ζの区別をふ

まえて啓蒙論的社会教育論安展開したものとして、堀秀彦 f社会教育についてj(問『教育学

以前J、古今書院、 1¥1岳 o)参照。

16) 王子佐)11U社会教育原言語j(前出)では、さらに第 4の段階として、新しい社会体制創造の笑践

単位としての集団的再編成、社会的再編成がお ζなわれる「集団化(あるいは社会化)Jの段

階を設定している。 (p.33)。

17) 乙の点、『社会教育源論jでは、私事性、組織位、生活性の 3つとなフている(PP.岳 5-

54)。ζれは勝目守一・堀尾輝久両氏の所説を大幅に受け入れたためであるが、なぜそれま

での要件ではだめなのか説明がない。 r私事性Jと「私撃の組織化jの概念ζそ、すでにみた
ような宇佐川氏の教育構造論、機能論的発展段階論を統一的に再構成していくポイントとなる

ものと忠われるのだが。
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18) ζの論争については、さしあたって、船山謙次r戦後日本教育論争史J、東洋銭出版、 1958
第z部第晶童家sを参翼手、のζと。 ζの論争と社会教育における教育構造論争が一時的なものとし

て終ってしまい、しかも互いに無関係に展開され、後にζれを結びつけるものもなかったζと

が、教育構造論の発展を臨害することになったといえる。

19) 海後勝雄『教苦手科学入門.H同『教育著作選集J第も巻、日本図書センター、初出 19 5 5 ) 
序。

20) 向上、 PP. 7 1、 81など。

21) 小川太郎『教育と晦冶の理論』明治霞番、 19 6 7、P人 13 -40 

22) 向上、 PP. 1 -呂、 2 3、傍点は引用者。

23) 小間切正「教育の基本構造J(城戸・砂沢『教育科学の探究J明治問警察、 1 9 7 1 )、 P.820 

24) 海後宗痘『教育原理』、朝倉著書庖、改訂新版19 6 2、P.¥1 70 

25) 向上、 pp.76-7。したがって、教材にもられた教脊内容とでも言うべきであろうが、そ

こには「言葉jも含まれている。

26) 海後道雄、前掲書、 Pp.53-54、氏は教育学を教育の哲学、科学、技術学の 8つに分け

ている (p.28)が、教脊構造論がとりあげられるのは「教育科学jにおいてである。なお

向F教育技術論j(前掲『箸作選集J第z巻、初出 19 3 9 )も参照。

27) たとえば、城丸章夫「教育技術論ー海後勝雄氏の所論によせて-J 、f教育技術』、

1 9 5 6年7月号、所収。

28) 堀尾輝久『現代教育の思想と構造』、岩波警府、 19 7 1 (初出 1961)、P.60

2 ¥)) 勝田守一『能力と発達と学習』、国土社、 1¥1 6 4、 P.l岳10

30) 注(l岳)の拙穏を参照、されたい。もちろん、この体系は「本質論J号をどう設定するヵ、たとえ

ば「社会科学としての教育学jをとるか、それとは毘別される独自の教育学をとるかによって

大きく異るが、 ζζではその点は問わないことにする。

31) 注(6 )の千野論文など参照。
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